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【配付資料】 

№１：（仮称）釜石広域風力発電事業更新計画環境影響評価方法書に係る環境影響評価手続状況 

№２：（仮称）釜石広域風力発電事業更新計画環境影響評価方法書に対する意見（遠野市、釜石市、

大槌町） 

№３：（仮称）釜石広域風力発電事業更新計画環境影響評価方法書意見の概要 

№４：（仮称）釜石広域風力発電事業更新計画環境影響評価方法書に対する委員からの事前質問・意

見及び事業者回答 

 



第 81 回岩手県環境影響評価技術審査会 出席者名簿 

【委 員】                                 【敬称略・50音順】 

氏 名 職 名 備考 

石 川 奈 緒 岩手大学理工学部准教授 ○ 

伊 藤   歩 岩手大学理工学部准教授 ○ 

久保田 多余子 
国立研究開発法人森林研究・整備機構森林総合研究所森林防災研究領域

チーム長（水流出管理担当） 
× 

齊 藤   貢 岩手大学理工学部准教授 ○ 

佐 藤 きよ子 元一関工業高等専門学校教授 × 

佐 藤 久美子 八戸工業高等専門学校准教授 ○ 

島 田 卓 哉 国立研究開発法人森林研究・整備機構森林総合研究所鳥獣生態研究室長 × 

鈴 木 まほろ 岩手県立博物館主任専門学芸員 ○ 

高 根 昭 一 秋田県立大学システム科学技術学部准教授 ○ 

鷹 觜 紅 子 有限会社鷹觜建築設計事務所代表取締役 ○ 

中 村   学 岩手県立盛岡第一高等学校指導教諭 ○ 

平 井 勇 介 岩手県立大学総合政策学部准教授 × 

平 塚   明 岩手県立大学名誉教授 ○ 

由 井 正 敏 東北鳥類研究所所長 ○ 

※備考欄：○＝出席、×＝欠席 

 

【事務局】 

氏 名 職 名 備考 

佐々木 秀幸 環境保全課 総括課長  

池田 丙午 環境保全課 環境影響評価・土地利用担当課長  

熊谷 綾子 環境保全課 主査  

吉田 幸司 環境保全課 主査  

晴山 久美子 環境保全課 主任  

松本 聡 資源循環推進課 主査  

馬渕 郁弥 自然保護課 主事  

山岸 孝気 県民くらしの安全課 技師  

廣瀬 栄司 都市計画課 主査  

髙橋 学 建築住宅課 主任  

 



（仮称）釜石広域風力発電事業更新計画に係る環境影響評価手続状況 

 

 

事業の名称 （仮称）釜石広域風力発電事業更新計画 

適用区分 法第１種 

事業の種類 風力発電（陸上） 

事業の規模 出力：42,900kW 

事業の実施区域（予定地） 遠野市、釜石市、大槌町 

事業者の名称 株式会社ユーラスエナジーホールディングス 

環境影響評価手続者 同上 

配慮書 

提出 平成３０年 ５月３０日付け 

縦覧期間 平成３０年 ５月３０日～平成３０年 ６月２９日 

住民等の意見書の提出期間 平成３０年 ５月３０日～平成３０年 ６月２９日 

技術審査会の審査 平成３０年 ７月１１日 

知事意見の送付 平成３０年 ７月２８日 

方法書 

提出 平成３１年 １月 ８日付け 

縦覧期間 平成３１年 １月 ８日～平成３１年 ２月 ７日 

住民等の意見書の提出期間 平成３１年 １月 ８日～平成３１年 ２月２１日 

説明会 平成３１年 １月１９日、２１日及び２２日 

意見の概要書の提出 平成３１年 ３月１８日  意見：60件（８名） 

技術審査会の審査 令和 元年 ５月２２日 

知事意見の送付 
令和 元年  月  日 

（期限：令和元年６月１４日）※90 日 
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（仮称）釜石広域風力発電事業更新計画 環境影響評価方法書に対する 

委員からの事前質問・意見及び事業者回答 

 

【１】 

≪方法書≫ p232 

「表 6.2-2(2/2)騒音に係る調査、予測及び評価の手法」の「４.調査地点」の（1）に、

「米通集落以外の３地点は拡張準備書の調査結果を引用する」とある。距離的には琴畑の方が

近いが、（米通集落は調査を行うのに、）なぜ琴畑は拡張準備書を引用するのか、その妥当性

を明確にすべき。（表 6.2-3 も同様）                  （環境保全課） 

【回答】 

拡張計画での騒音、超低周波音の現況調査は平成 25 年 11 月 19～25 日に琴畑集落、横内公

民館分館、上長井集落で実施しております。その後、当地域において騒音や低周波音の音源と

なる施設が新たに設置される等の状況が見られないことから、当時の調査結果を騒音及び超低

周波音の現況把握に活用することに支障はないと判断いたしました。 

なお、米通集落においては活用可能な既存の調査結果がないことから、今回新たに調査を実

施することとしました。 

 

【２】 

≪方法書≫ p40 

事業実施区域およびその周辺には多様なコウモリ類が生息することが拡張事業による調査に

よっても明らかになっている。特に、希少性の高いチチブコウモリ、またバットストライクの

リスクが高いヒナコウモリが生息していることから、本事業においても、バットストライクは

現実的なリスクであると認識し、そのリスクを評価し、緩和策を検討できるような調査を実施

する必要がある。 

その上で質問するが、およそ 15 年間当該地域では風力発電の操業が行われてきたが、これ

までにバットストライクやバードストライクに関する事後調査はどのように行われてきたか。

行われていたのであれば，その結果を開示して頂きたい。   （島田 卓哉 委員） 

【回答】 

日常的に実施している風力発電機の点検の際に、タワー周囲における死骸の有無を確認してい

ます。また、平成 26 年 5月から 11月に月 1回、20 基の風力発電機について、タワーから 100m

範囲を対象としたバードストライク調査を実施しました。以上の結果、バードストライク 10件

8 種、バットストライク 1件 1種を確認しました。 

 

【３】 

≪方法書≫ p243-244 

コウモリの調査項目自体は妥当なものであると考えるが、どの程度の調査努力を払うのかが

明示されていない。コウモリの捕獲調査・バットディテクター調査は一季何日行う予定なのか

（各季 1回以上としか記されていない）。コウモリの活動は、天候などに大きく左右されるた

め、少なくとも各季 3日以上は実施する必要がある。また、飛翔高度調査は、5月から 10 月

に実施と記されているが、これはこの期間毎日連続してデータの取得を行うと考えてよいか。 

なお、コウモリ調査の際には、コウモリが確認されたときの風速・風向、天気、月齢なども

合わせて報告すること。これらの情報は、稼働後にバットストライクの発生により何らかの対

処（カットイン速度の変更など）が必要となったときに、有益な情報となるものと期待され

る。 

また、無人撮影法に関しても、各季 2晩（以上）というのは全く不十分だと思われる。自動

カメラも進歩しているため、連続して数ヶ月設置することも難しいことではない。したがっ
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て、この調査の具体的な方法に関しては、再検討していただく必要があると考える。 

 （島田 卓哉 委員） 

【回答】 

1 回あたりの調査日数は、拡張準備書の調査日数に合わせるかたちで各季 1地点あたり 1日

（1晩）を予定しています。拡張準備書の調査においては、主に樹林域を対象として調査地点を

設定しており、ハープトラップの両側に通り抜け防止のネットを張ることや、ブラックライトに

より走光性昆虫類を誘引するなどの工夫により、多くの種が確認され、良好な結果が得られてお

ります。今回の調査においても同様の工夫をすることにより、捕獲効率の向上に努めます。 

飛翔高度調査は期間中の毎日、夜間を中心に設定した時間帯において連続測定します。 

コウモリ調査時の風向・風速、天気、月齢を記録し、結果に添付します。 

哺乳類の無人撮影については、各季の調査時にカメラを設置して放置し、次の調査の際にデー

タ回収を行います。条件によっては、センサーが連続して作動し、バッテリーが短期間に消耗し

たり、記録媒体の容量が不足したりすることがあるため、方法書には確実にデータ取得が可能で

ある 2晩以上と記載しました。 

 

【４】 

≪方法書≫ p254 

拡張事業の調査結果を引用することは許容できるが、調査努力量が大きく異なる場合には、

引用を予定している地域においても再度調査を行うべきである。特に、コウモリ類の調査に関

しては、以前よりも求められる水準が上がっているため、その点を精査の上、再調査を実施す

るかどうかを検討していただきたい。          （島田 卓哉 委員） 

【回答】 

今回の調査は、拡張準備書の調査と同様の計画であるため、調査努力量に大きな差はありませ

ん。コウモリ類については、拡張準備書の調査ではハープトラップの両側に通り抜け防止のネッ

トを張ることや、ブラックライトにより走光性昆虫類を誘引するなどの工夫により、多くの種が

確認され、良好な結果が得られております。今回の調査においても同様の工夫をすることにより、

捕獲効率の向上に努めます。 

 

【５】 

≪方法書≫ p167、p311 

167 ページの１行目から２行目に、「バードストライクと思われるイヌワシの死亡個体」と

記載されているが、環境省は、和山風力の風車に衝突死したと「推察」している。なお、その

元となった北里大学の鑑定書では「衝突が起因していることは間違いない」としている。 

311 ページの 13 行目には「推定」と記載されているが、事業者として衝突の責任を認める

必要がある。                         （由井 正敏 委員） 

【回答】 

ご指摘のとおり、弊社の風力発電所においてイヌワシのバードストライクが生じたことに対す

る責任について弊社として免れることはできないものと認識しております。 

また、結果として、由井先生はじめご専門の方々よりご指摘いただいた非営巣期の事前調査が

不十分なまま営業運転を開始するに至ったことや、営業運転開始後の事後調査結果（非営巣期に

多数の飛来）に対して十分な対策を講じきれなかったことにつきましては、事業者として大いに

反省するところでございます。 

このような事態を引き起こしてしまったことを弊社としても真摯に受け止め、風力発電の事業

推進にあたりましては希少種であるイヌワシが風力発電機に衝突しないよう十分な配慮を施した

上で、慎重かつ丁寧な取り組みを行っていく所存です。 

準備書における記載につきましては、いただいたご指摘を十分に踏まえ再度検討するよう

にいたします。 
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【６】 

≪方法書≫ p167 

環境省が、平成８年８月（平成 11年の本事業の調査開始の少し前）に刊行した「猛禽類保

護の進め方」には、「イヌワシは１.５ヵ年にわたり毎月１－数回の調査を行うこと」と記載

されている。 

当該施設の建設前の釜石市設置の保護部会では、毎月調査するよう再三要請が有ったにもか

かわらず、事業者はそれを無視した。167 ページの中央部のゴシック文字（配慮書から変更し

た部分）部分に、「運転開始前は営巣期に重点をおいて調査した」旨記載されているが、まさ

にそのことがイヌワシの衝突を引き起こした最大の原因である。 

配慮書時点の審査会でそのことを指摘したにもかかわらず、この方法書において無視してい

ることは、審査をないがしろにする姿勢であり決して許されない。改めてこの点について、事

業者自身の調査不足の責任を認める必要がある。      （由井 正敏 委員） 

【回答】 

167 ページの配慮書から変更した部分の記載内容は、運転開始前の調査が営巣期に重点を置き、

非営巣期の調査が不足していたことを述べたものであり、配慮書の審査会でのご指摘を踏まえて、

事業者としてそうした事実関係を再認識し、追記したものです。 

なお、隣接する拡張計画の現地調査においては、2営巣期分の調査を実施しており、この結果

を現状把握に活用するとともに、本事業の現地調査においては、2営巣期を含む 19ヶ月にわた

り毎月 1回 3日間の調査を実施する計画です。その際、非営巣期においては、5地点の定点を 6

地点に拡充し、非営巣期の飛来状況の把握に努めます。 

 

【７】 

≪方法書≫ p208 

動物への影響の評価において、「イヌワシの生息状況によっては施設の影響を受ける可能性

がある」としているが、話の順序が逆である。配慮書段階で、今回更新対象の風車の供用後

に、周辺５ペアのうち３ペアが消失したことを伝えたとおり、施設の影響を受けて生息しなく

なっている。そのうちの１ペアは確実に和山風車運開の直接的影響で消失したものである。 

事業者はその事実関係を岩手県所属機関の専門研究者に確認したうえ、評価の方法について

既存施設の影響を十分把握解析してから行うよう抜本的に変更するべきである。 

なお、174 ページの表 4-3-13 にも同じように認識の誤りがある。 （由井 正敏 委員） 

【回答】 

周辺 5ペアのうち 3ペアが消失したとのご指摘については、p.288 の事業者の見解に記載した

とおり、「県当局より情報提供いただきつつ事実関係の把握に努め、それに基づき既設風力発電

設備がイヌワシに与えた負の影響について検討」いたします。その上で、更新後のイヌワシへの

影響について予測・評価を行う予定です。 

既設の影響、更新後の影響のいずれにつきましても、岩手県所属機関の専門研究員をはじめと

する有識者に助言をいただきながら、検討を進めて参りたいと考えております。 
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【８】 

≪方法書≫ p212、p250 

猛禽類（特にイヌワシ）の調査について、事業区域から 1.5km の範囲しか実施しないので

は、本事業区に飛来するイヌワシの年間行動圏や本区域の重要性の比較検証ができない。 

イヌワシは巣から 20-30km 遠方にも繁殖しない時期に飛来して餌を捕る。ヒナ鳥に運ぶ餌も

15km 程度遠方まで捕りに行くことがある。本地域の周辺一帯に生息するすべてのイヌワシの

行動圏と採餌場の季節的変化を明らかにしなければ、先述した既存施設の影響は解析できず、

従ってイヌワシの保全もできない。本県の最近の風力アセス案件においては、事業者に遠距離

までの行動圏の調査を依頼している。経済産業大臣意見（ｐ212 下段）や環境大臣意見

（2018.8.22）でもこうした調査の実施と、その結果に基づく影響回避措置が明記されてい

る。そして回避低減できない場合は事業から撤退すべきとしている。（由井 正敏 委員） 

【回答】 

複数ペアのイヌワシの行動圏や高利用域、営巣地中心域等を把握するための調査には、半径数

十 kmに及ぶ広大な範囲を対象とした調査が必要であり、そうした範囲には他事業者による風力

発電事業の計画も含まれるなど、一事業の環境影響評価で実施すべき内容としては整理が困難で

あり非常にハードルが高いものになると考えられます。 

本事業の現況調査では、p.217 の事業者の見解第 3段落に記載したとおり、「対象事業実施区

域周辺のイヌワシの生息にとって重要な場所とその利用実態を明らかにするための調査を実施」

する計画です。また、広域的な生息情報については近隣他事業の調査結果の収集に努めるととも

に、有識者へのヒアリングにより得られた情報等を参考にしたいと考えております。 

他方で、北上高地におけるイヌワシの生息状況に関する広域的な一斉調査の必要性について否

定するものでは決してなく、一事業で負担するには過大ながら、例えば、国又は県のもと北上高

地で事業を計画する風力発電事業者全体として実施されることがあれば、弊社としてもできる限

りの範囲で是非協力させていただきたいと考えております。 

 

【９】 

≪方法書≫ p311 

西サイト南西部の更新を行わない理由として、H25-30 年の調査で飛来が多いため（p311）

としている。しかし、2005 年の供用直後の調査では更新を計画している西サイト北部にイヌ

ワシの飛翔が集中していた。（なお、その資料の提出を求める。） 

その後、風車周辺 300m 内の出現数は減少している（p170）と言うが、尾根部南北 2.5km、

東西 1km の約 250ha 分は回避によりイヌワシが使用できないことを意味する。その周辺部でも

依然として頻度高く飛翔していることから、将来とも衝突の可能性は高い。東サイトの新山風

車群については事前の調査が少ないため、正確な事後比較は不可能であり、恐らく西サイトと

同様の回避行動が発生していると思われる。従って、既存風車群の供用によりイヌワシが使え

なくなった採餌場面積は 250ha の倍以上に達すると見られる。このことが周辺イヌワシペアの

消失を招いている事実を再確認すべきである。さらに、今後拡張計画が進展すると p312 の中

央部に見られる飛翔トレースの大半が消失することになり、さらに重大な影響が生じると予測

できる。 

 拡張計画の審査時に、本審査会は事業者に対して風車建設により使えなくなる採餌場面積と

同等の面積を「純増で造成する」よう指示した経緯がある。しかし、事業者は遠く離れた他ペ

アの巣にごく近い既存の放棄草地に手を加えるだけの代償措置で対応しており、非常に不誠実

である。今回の更新にかかわる代償措置として検討している内容を明らかにして頂きたい。 

（由井 正敏 委員） 

【回答】 
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2005 年に実施した希少鳥類に関するモニタリング調査におけるイヌワシの飛翔状況について

別紙のとおり確認記録を添付いたします。また、この調査結果においては、ご指摘のような西サ

イト北部への飛翔の集中が確認されなかったため、2006 年に実施したバードストライク対策実

証調査におけるイヌワシの飛翔状況についても確認記録を添付いたします。 

2006 年の調査結果によれば、3月に 3日間実施した調査において、西サイト北部に確認記録が

集中しております。この 3日間に 18 回イヌワシを確認していますが 1例（不明）を除いてすべ

て幼鳥であり、幼鳥の行動の大部分は樹木の枝に止まった状態から飛び立ち、また枝に止まると

いうものでした。こうした飛翔能力が未熟な幼鳥特有の行動の結果として、確認記録が比較的狭

い範囲に集中したものであり、イヌワシが西サイト北部に執着していることを意味しないものと

考えられます。また、2005 年の調査は 6月、7月、9月、10 月、2006 年の調査は 2月、3月、9

月、11 月というように間欠的に実施しており、通年の調査にはなっていません。これに対して、

2013-2015 年の調査では非営巣期の 8-10 月に重点を置きつつ通年の調査となっております。 

以上を踏まえて、2013 年以降の調査結果に基づき、近年の飛翔の傾向を踏まえて対象事業実

施区域の検討を行うことが妥当と考え、南側を区域から除外しました。 

ご指摘のとおり、当地におけるイヌワシへの影響としては、①BS による死傷、②利用可能な

餌場の減少、の両者が考えられますが、仮にイヌワシが風車周辺を忌避するという仮説が正しけ

れば、主要な問題点は②に絞られることとなります。 

②については、現状と更新後において利用可能な餌場がどの程度変化するかを予測することで

影響を評価したいと考えております。その結果、現状よりも利用可能な餌場が大幅に減少するな

ど重大な影響が予測された場合には、環境保全措置として餌場となる環境の整備を検討します。

対象事業実施区域周辺では、拡張計画に対する経産大臣勧告に従い、地元関係者及び有識者を交

えた協議会を設置してイヌワシの代替餌場の整備について検討しており、放棄牧草地の草刈りと

隣接する樹林の伐開による新規林縁の創出を計画しています。本事業において餌場環境を整備す

る際にも、同協議会で議論いただきながら、拡張計画と連動する形で実施事業者としての責任を

もって効果的な餌場の整備に努めたいと考えております。 

①についても過去に当風力発電所で発生したイヌワシの衝突死の実績を考慮すれば、可能な限

りの防止対策を講じる必要及び事業者としての責任があると考えており、風力発電機の視認性を

高めるための対策等を検討して参ります。 

 

【10】 

≪方法書≫ p208 

対象事業実施区域では、イヌワシ、クマタカ及びその他の希少野生動物が生息し、地形改変

及び施設の存在・稼働により生息環境に影響を与える可能性があると予測されている。評価結

果では、重大な環境影響は回避又は低減することが可能であると評価しているが、その根拠を

十分に示されたい。              （花巻保健福祉環境センター） 

【回答】 

配慮書段階の予測結果に対して、「現地調査において重要な動物の生息状況を把握するととも

に、重要な動物及び重要な生息地に配慮した風力発電機の配置計画等を検討し、土地改変及び樹

木伐採面積の最小化等に努める」との環境配慮を行うことで、重大な環境影響は回避又は低減す

ることが可能であると評価したものです。根拠を含めた詳細につきましては、今後、現地調査の

結果を踏まえて配置計画等の検討を行う中でお示ししたいと考えております。 
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【11】 

≪方法書≫  

 開発予定区域内は希少な昆虫、両生は虫類、鳥類の生息が確認されていることから、専門家

等の意見を踏まえた上で、十分な対策を講ずるよう検討すること。 

（自然保護課） 

【回答】 

今後実施する現地調査の結果とそれに基づく予測の結果を専門家に説明した上で、講じるべき

環境保全措置に関する助言をいただき、それらを踏まえて環境保全措置を検討します。 

 

【12】 

≪方法書≫ 

 大槌町内の区域は、岩手県景観計画区域で一般地域の自然景観地区に指定されており、岩手

県景観計画の景観形成基準への適合に努めることが必要である。 

（都市計画課） 

【回答】 

本事業は、岩手県景観計画における届出対象行為のうち、工作物の改築に該当すると思料さ

れますので、岩手県都市計画課及び地元の大槌町にご指導いただきながら景観計画の定めると

ころに従って行為の届出を行い、景観形成基準への適合について審査を受けて参ります。 

 

【13】 

≪方法書≫  

既設の風力発電機の建替え作業で発生する廃棄物がどのようなものと想定しているか、事業

者の見解を聞かせていただきたい。 

また、現段階において、その総定されるおおよその廃棄物量と処理方法について可能な限り

詳細に説明いただきたい。                     （齊藤 貢 委員） 

【回答】 

既設風力発電機の撤去工事に伴って発生する廃棄物としては、廃プラスチック、金属くず、

コンクリート殻、廃油が挙げられます。また、新設工事に伴って発生する廃棄物としては、伐

採木、木くず、廃プラスチック、金属くず、紙くず、コンクリート殻、アスファルト殻が挙げ

られます。 

本事業においては、現時点で設計検討・数量の積み上げは行っていませんが、他事例で積み

上げにより算定した廃棄物発生量の予測結果に基づき、以下の通り推定しました。 

既設撤去に伴う廃棄物については、撤去される風力発電機のサイズ及び基数の比率をもとに

概算し、推定しました。（表-1） 

新設工事に伴う廃棄物については、風力発電機の基礎の設計は風速や地盤条件によって大き

く変わるため、基礎の設計に伴う増分も考慮し、推定しました。（表-2） 

処理方法につきましては、地元産廃処理業者と調整しつつ、基本的には各表に示された処理

方法で処理することを想定しています。 
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表-1 既設撤去工事に伴い発生する廃棄物の種類・量の推定値と処理方法 

（単位：t） 

廃棄物 内容 発生量 有効利用量 処分量 処理方法等 

廃プラスチック 
既設風力発電機ブ

レード等 
910 910 0 リサイクル 

金属くず 
既設風力発電機タ

ワー等 
8,943 8,943 0 売却処分 

コンクリート殻 残コンクリート 33,635 33,635 0 中間処理にて破砕してリサイクル 

廃油 
既設風力発電機ナ

セル等 
81 81 0 分別回収し、リサイクル 

 

表-2 新設工事に伴い発生する廃棄物の種類・量の推定値と処理方法 

（単位：t） 

廃棄物 内容 発生量 有効利用量 処分量 処理方法等 

伐採木 伐採材 22,278 22,278 0 中間処理にてチップ化して再利用 

木くず 測量材等 10 10 0 中間処理にてチップ化して再利用 

廃プラスチック 梱包材等 3 3 0 中間処理施設（再利用） 

金属くず 番線、鉄筋等 38 38 0 中間処理施設（再利用） 

紙くず 梱包材 7 7 0 中間処理施設（再利用） 

コンクリート殻 残コンクリート 17 17 0 中間処理場にて粉砕（再利用） 

アスファルト殻 既設舗装 792 792 0 中間処理場にて粉砕（再利用） 
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